
を目的に、国際的な枠組みに沿った化学物質管理に努め
ています。具体的には、EU RoHS 指令＊1 、REACH 規則＊2 

をはじめとした世界の環境法規制に対応するため、ニコ
ングループの独自基準（ニコングリーン調達基準）を定め
ています。最新の化学物質規制の動向に合わせ、規制の
施行よりも前倒しで調達品における規制物質の含有を禁
止し、管理・削減の対応を実施しています。

また、法規制が施行される前段階の各国の動きにも注
視し、情報の共有や、代替技術の開発を行っています。

化学物質は、人々の生活を豊かにする反面、有害性の
高い物質は使用方法や廃棄方法によっては人の健康や環
境に深刻な被害を与えることがあります。そこで化学物
質を適正に管理し、健康被害や環境影響の防止を図るこ
とを目的とした法令整備が世界各国で進められています。
主に欧州の法規制がベースとなり各国の法令整備へ波及
し、年々強化される傾向にあります。

ニコングループで販売している電気電子製品は、数多
くの部品で構成され、部品にはさまざまな化学物質が含
まれます。こうした背景を踏まえ、ニコングループでは、
ニコン環境活動方針にて製品中の有害化学物質管理およ
び環境配慮と汚染の予防、法令等の遵守について定める
とともに、2050年を見据えたニコン環境長期ビジョンの
柱のひとつに「健康で安全な社会の実現」を掲げています。

マテリアリティ5

汚染防止と生態系への配慮
製品の有害化学物質管理・削減
基本的な考え方 戦略

ニコン環境活動方針
https://www.jp.nikon.com/company/sustainability/
environment/environment_policy.pdf

リスク

戦略

機会

製品に含まれる化学物質に関する法規制が強化される
中、法規制に違反した場合の対応コスト（回収、賠償など）
や操業停止といった罰則措置、社会的信用の失墜、投資
の引上げ等をリスクとして認識しています。また、新た
に規制された有害化学物質を不使用とすることで、市場
で要求される性能を満たす製品の製造ができなくなるリ
スクがあります。材料・副資材の代替品の入手困難、代替
品を使用した技術開発の遅れによる製品の製造の遅延リ
スクもあります。

ニコングループは、人の健康維持と環境リスクの低減

厳格化される法規制に適切に対応し、化学物質を適切
に管理・削減することで、気候変動や生物多様性への影
響を削減し、人間社会の健康、安全、環境リスクを減らす
ことができます。また、ステークホルダーからの信頼を
維持することができます。

＊1 EU RoHS指令（Restriction of Hazardous Substances）：電気・電子機器における特
定有害物質の使用の制限に関する指令の略称。

＊2 REACH 規則：EUで2007年に発効した化学物質規制。REACHは、Registration（登
録）、Evaluation（評価）、Authorisation（認可）and Restriction（制限）of Chemicals

（化学物質）の頭文字による略称。化学物質を製造・輸入する企業は安全性や用
途に関する情報を登録することを義務付けられている。

ガバナンス

製品における環境配慮を製品品質の要素のひとつとし
て捉えていることから、品質委員会傘下に製品の環境法
令対応や環境配慮製品の開発の推進、容器包装における
環境配慮を検討する製品環境関連会議体を設置していま
す。これらの会議体の事務局である製品環境事務局は、
関連する法規制、業界の動きについて情報収集を行い、

環境長期ビジョンと環境中期目標　➡p.067
グリーン調査の推進　➡p.113
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＊ CMS： 製 品 含 有 化 学 物 質 管 理 シ ス テ ム（Chemical substances Management 
System）。

リスク管理

環境に関するリスク管理体制　➡p.064
グリーン調達の推進　➡p.113

化学物質管理のための主な施策

1. 世界の法規制の動向調査
　 ● 外部委員会などからの情報収集

2. 製品中の有害化学物質の含有調査
　 ● サプライチェーンを通じての調査
　 ● IT化による効率的データ管理
　 ● 化学分析など

3. ニコングループとしての対応策協議
　 ● 環境関連の社内体制（各種会議）の活用

4. 社内外へ対応策をタイムリーに発信
　 ● 有害化学物質の削減または代替指示など
　 ● 「ニコングリーン調達基準」制定、更新

5. 法規制への対応確認
　 ● 製品／包装アセスメントの実施

6. 調達パートナーの管理状況確認とレベルアップ
　 ● 調達パートナーに対するCMS＊ アセスメントの実

施
　 ● 調達パートナーのCMS構築支援

ニコン製品は非常に多くの材料や部品で構成されて
います。そのため、自社だけではなく調達パートナーの
協力のもと、製品含有化学物質の情報伝達ツールである
chemSHERPA＊による調査を行っています。この調査で
収集した情報をもとに、ニコン製品がニコングリーン調
達基準に適合していることを各事業部門で確認し、サプ
ライチェーンで有害化学物質の管理・削減に取り組んで
います。

製品における有害化学物質：含有ゼロ（2030年度）

各国の法規制の遵守、管理体制の強化
　実績

1.一部の双眼鏡（プロフェッショナルシリーズ）のボディ
表面に貼付している人工皮革においてREACH規則制
限物質が含有

2.社内の製品含有化学物質管理体制強化実施

各国の法規制の遵守、管理体制の強化

＊chemSHERPA：サプライチェーンにおける製品含有化学物質情報の伝達を行うた
めの共通スキーム。

関連する事業部門に情報提供を行い、最新の情報に基づ
く有害化学物質管理・削減対応を指示しています。そし
て各事業部門から実績状況を確認し、製品部会および環
境部会に報告しています。環境部会では目標の達成状況
の確認を行い、課題や対策について審議を行います。そ
の結果は年2回サステナビリティ委員会に報告され、重
要事項については年1回取締役会に報告されます。

環境ガバナンス　➡p.060

指標と目標

ニコングループでは、温度調節を必要とするFPD 露光
装置および半導体露光装置などの冷媒に使用していたオ
ゾン層破壊物質（HCFC）を2008年度に全廃しました。ま

主な取り組み

オゾン層破壊物質の全廃、フロン類の使用削減

 2023年度  

　計画

 2024年度  

　計画

指標と目標 (達成年度）

ニコン環境長期ビジョンとニコン環境中期目標　➡p.067
環境アクションプラン2023年度実績 [概要 ] 　➡p.068
環境アクションプラン2024年度目標 [概要 ] 　➡p.069
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メッキなどの表面処理工程全般に適用する重金属（六
価クロム・鉛・カドミウム・水銀）全廃のための厳格な技
術標準を制定。表面処理工程を委託している調達パート
ナーに対しては個別の技術支援や現品の化学分析による
確認などを行っています。

＊ 鉛・ヒ素フリーガラス：ニコンでは、光学機器のレンズ・プリズムなどに使用する
光学ガラスにおいて、鉛とヒ素をまったく含まない新しいタイプのガラスを開
発し、鉛・ヒ素フリーガラスと呼んでいる。ニコンではほとんどの製品で、光学
系の鉛・ヒ素フリーガラス比率を100%としている。

＊1 REACH 規則は、2007年6月1日に始まった欧州の化学物質管理における法規
制。EU 域内に輸入される成形品はRegistration（登録）、Evaluation（評価）、
Authorisation（認可）、Restriction(制限）の義務が課される。

＊2 2020年7月7日以降、DEHP含む4種フタル酸エステルの濃度合計で、厳格な規格
値が定められている（REACH規則 （EC）No1907/2006の付属書17 Entry 51）。

ニコングループでは、有害物質を使わない技術の開発
に取り組んでいます。

1990年代に当時の光学ガラスの大半で使われていた
鉛とヒ素を、製品に関わる重大な環境側面と考え、鉛・ヒ
素フリーガラス＊を採用しています。また、鉛フリーはん
だの活用を徹底しています。現在、一部の産業用特殊仕
様製品を除き、新規設計における鉛フリーはんだの利用
率は100%となっています。

有機フッ素化合物（PFAS）はフッ素を構造の一部に含
有する有機物の総称であり、非常に安定した化合物で多
くの製品で使用されています。一方でその安定性がゆえ
に自然界や体内で分解しにくいことから物質の安全性の
確認と、各国での製品含有規制が拡がっています。PFAS

の一種で、すでにストックホルム条約において廃絶対象
物質に指定されているPFOS、PFOA、PFHxS およびそれら
の関連物質においては、各国国内法の規制開始より前倒
しでニコングリーン調達基準の含有禁止物質に指定し、
含有部品の代替を進めています。

また、2025年1月1日に施行される米国 / カリフォルニ
ア州法では繊維製品へのPFAS の意図的添加が禁止され
ることから、ニコングリーン調達基準では1年前倒しで
2024年1月1日より当該用途について含有禁止物質に指
定しています。

今後も最新動向について情報収集を行うとともに、法
令遵守を徹底し、2030年度目標である「製品の有害化学
物質含有ゼロ」の達成をめざします。

有害物質を使わない技術

鉛・ヒ素フリー技術の採用

表面処理における六価クロムフリー技術 REACH規則制限物質の含有について

有機フッ素化合物の管理・削減

た、過去に販売した冷媒にHCFC を使用する装置に対し
ては、HCFC を使用しない冷凍空調機を開発し、載せ替え
改造を推進しています。この改造によりHCFC の削減と
ともに、装置寿命の延命化が図られます。

また、温室効果ガスであるハイドロフルオロカーボン
（HFC）は、新たなモントリオール議定書へ対応するため

に欧州などでは法規制が改正され強化される動きがあり
ます。現在ニコングループでHFC を使用する装置に対し
ては地球温暖化係数の小さい物質への切り替え・削減を
推進しています。

2023年度にニコン双眼鏡「プロフェッショナル」シリー
ズのボディー表面に貼付している人工皮革において、欧
州のREACH規則＊1で定められたフタル酸エステル類濃度
合計の基準値を超えるフタル酸ビス（2‐エチルヘキシル）

（DEHP）＊2が使用されていることが判明し、出荷を停止し
ました。ニコングループにおける部品調達先への指導お
よび管理が徹底されていなかったことが原因です。

ニコングループではこれを重く受け止め、関係する従
業員への含有化学物質管理に関する再教育および関連規
程の見直しを行っています。

また、含有化学物質に関する調査プロセスを強化する
とともに、サプライヤーに対する指導および管理の徹底
を図り、再発防止に努めています。

2023年度に発生した品質上の問題　➡p.052
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化学物質は取り扱いを誤ると人間の健康や環境に深刻
な被害を与えることがあり、それを防ぐため、世界各地
で法規制が整備され、強化・拡大しています。企業には、
適切に化学物質を管理し、法規制を守りながら製品を開
発・製造・販売するための仕組みづくりが求められていま
す。ニコングループでは、ニコン環境活動方針にて法令
等の遵守や汚染の予防について定めるとともに、2050年
を見据えたニコン環境長期ビジョンの柱のひとつに「健
康で安全な社会の実現」を掲げています。

有害化学物質の管理・削減
基本的な考え方

戦略

ニコン環境活動方針
https://www.jp.nikon.com/company/sustainability/
environment/environment_policy.pdf

リスク

戦略

機会

有害化学物質の不適切な管理、使用により、大気や排
水、土壌に排出される化学物質が法令・条例で定められ
た基準値を上回ってしまうと法規制違反となり、罰則を
受けたり、対応コストが発生したり、操業が困難になる
リスクがあります。また周囲の環境を汚染してしまうこ
とで、社会的信用を失い、投資引き上げのリスクがある
と認識しています。

ニコングループでは、自主的な化学物質管理の取り組
みとして、生産工程使用、安全衛生、製品含有の化学物質
管理基準を統合した「有害化学物質ガイドライン」を制
定し運用しています。生産工程で使用する化学物質は、
環境や健康へのリスクに応じた管理基準を設けて「禁止」

「削減」「管理」およびその他の物質に分類しています。特
に「禁止」ランクの物質は、使用期限を設けて全廃に取り
組んでいます。

また、有害化学物質の排出による大気・水質・土壌汚染
を防ぐために、法令・条例などの規制を遵守するのみな
らず、地域団体との協定締結や自主基準値の設定といっ
た取り組みを推進しています。

有害化学物質を適切に管理、使用することで、法令を
遵守し、ステークホルダーからの信頼を維持することが
できます。また今後規制が強化されそうな化学物質の使
用を事前に回避することで、競争力の強化にもつながり
ます。

ガバナンス

各拠点、グループ会社ごとに化学物質の管理、大気・水・
土壌の測定を行い、年2回地区環境部会事務局に報告し
ています。地区環境部会事務局はニコングループ全体の
状況を取りまとめ、年2回環境部会に報告しています。環
境部会では課題や対策について審議を行います。その結
果は年2回サステナビリティ委員会に報告され、重要事
項については年1回取締役会に報告されます。

また、製品ライフサイクルにおける化学物質を管理、
削減するために、各事業部門を横断するワーキンググルー
プである化学物質リスク対策チームを設置し、グループ
共通の目標を設定しています。

リスク管理

地区環境部会にて最新の法令規制や業界情報を収集
し、対応を検討しています。

また、ニコングループでは、環境汚染の未然防止に取
り組んでいます。具体的には、化学物質の購入から使用、
廃棄に至るまで環境に配慮した管理を行い、環境汚染リ
スクを限りなくゼロに近付ける努力を続けています。化
学物質を新規購入する際は、安全データシート（SDS）＊を
取得してリスクアセスメントを行い、その結果に基づく

環境長期ビジョンと環境中期目標　➡p.067

環境ガバナンス　➡p.060
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指標と目標

＊ 安全データシート（SDS）：事業者による化学物質の適切な管理の改善を促進す
るため、化管法で指定された「化学物質又はそれを含有する製品」を他の事業者
に譲渡または提供する際には、その化学品の特性および取り扱いに関する情報
が記載された安全データシート（SDS）を事前に提供することが義務付けられて
いる。

製造プロセスにおける有害化学物質の使用：使用ゼロ
（2030年度）

禁止ランク物質廃止施策の実施
　実績

1.ニコン熊谷製作所にジクロロメタン除害設備導入
2.洗浄用HFCを代替物質に変更
3. EU　REACH規則のPFAS規制に向けた全社プロジェク

ト発足、対象物質の洗い出しおよび代替を開始

有害化学物質ガイドラインに基づく禁止ランク物質廃
止に向けた施策の決定、順次実施

ニコングループでは「有害化学物質ガイドライン」に
て「禁止」ランクに分類しているHCFC の使用をほぼ全廃
しています。さらに温室効果ガスであるHFC と発がん性
が懸念されるジクロロメタンについても「禁止」ランク
としており、対策を進めています。ジクロロメタンは、代
替品への置き換えが進んでいるほか、代替品での対応が
困難な工程については気化したジクロロメタンを液体に
戻して回収する装置の使用を2023年度から開始しました。
これにより、2024年度は2023年度の排出量の70 % 以上
のジクロロメタンが削減可能です。HFC は、2036年まで
に85%以上削減を目標とするモントリオール議定書に対
し、大幅に前倒しで削減を進めます。

また2018年度から取り組んできた1- ブロモプロパン
の使用廃止は、2022年度をもって完了しました。

は「有害化学物質ガイドライン」によってPRTR ＊1 対象
化学物質を削減・管理し、またSDS に基づく取り扱いや
廃棄の安全管理を行っています。さらに、年2回の環境
情報調査で、使用・排出・移動などの数量を集計してい
ます。また、日本のPRTR 制度は年間取扱量0.5トンもし
くは1トン以上の物質が届出対象ですが、自主基準とし
て100g 以上の物質までを調査し、より厳密な内部管理
を行っています。

VOC（揮発性有機化合物）＊2 の大気放出量削減のため
の取り組みにおいては、削減目標を設定し、洗浄装置の
密閉化や再生率向上施策を実施して大気放出量削減に努
めています。2023年度のVOC排出量は、国内ニコングルー
プ116トン、海外グループ生産会社323トンとなり、前年
度とほぼ同等となりました。

主な取り組み

製造時における化学物質の管理・削減

ニコングループのPRTRとVOC

◆：データ集において、第三者保証を受けている数値。

● 国内ニコングループおよび海外グループ生産会社のVOC排出量

323

116

2023年度

（トン） 国内ニコングループ

0

200

800

400

600

◆

海外グループ生産会社

309

122

2022年度

413
384

257

132 69 60

2019年度 2020年度 2021年度

 2023年度  

　計画

 2024年度  

　計画

指標と目標 (達成年度）

措置は、環境・安全衛生担当部門が専門的見地から確認
する仕組みを構築しています。

環境に関するリスク管理体制　➡p.064

ニコン環境長期ビジョンとニコン環境中期目標　➡p.067
環境アクションプラン2023年度実績 [概要 ] 　➡p.068
環境アクションプラン2024年度目標 [概要 ] 　➡p.069

国内ニコングループおよび海外グループ生産会社で

＊1 PRTR → p.065
＊2 ここでいうVOCは、環境省が示す主なVOC100種を指す。
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ニコングループでは、生体・環境へ影響を及ぼす「PCB

の廃棄物および使用中電気機器」などについて、すべて
のグループ会社に対して保有状況の調査を行い、法令
に準拠して厳重に保管し、行政への届出などを行って
います。

2019年度には、ニコングループにおけるすべての高濃
度 PCB 廃棄物処理が完了しました。2024年3月現在、低
濃度PCB廃棄物であるコンデンサーを保持している事業
所は、国内の1事業所のみとなります。この低濃度 PCB 廃
棄物は国の認定を受けた産業廃棄物処理業者と協議の上、
PCB特別措置法＊ の処理期限（2027年3月末）までに、計画
通り処理を実施していく予定です。

前年度に引き続き、2023年度も、ニコンおよび国内グ
ループ生産会社において排気中含有物質および排水の
水質が法定基準値を超えた例はありませんでした。

＊ PCB 特別措置法：ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別
措置法。

PCB （ポリ塩化ビフェニル）廃棄物の管理と処理

大気・水質・土壌汚染防止
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に、リスクの傾向が異なることも分かりました。で安全な社会の実現」につながる取り組みとして位置付
け、活動を行っています。

近年自然の喪失は気候変動を加速させ、気候変動は自
然喪失の原因であるという認識が広まりつつあります。
ニコングループはそうした気候変動との関連も認識し、
生物多様性の保全に取り組むほか、TNFD最終提言に沿っ
た情報開示をめざしていきます。

企業活動は生物多様性と深いつながりがあります。事
業に必要な資源の供給を生態系から得る一方で、事業活
動における化学物質や温室効果ガスの発生により生態系
に負荷を与えています。

生物多様性は社会の基盤であり、企業が事業活動を継
続していくためには、その保全がとても重要です。2022

年12月にカナダのモントリオールで生物多様性条約第
15回締約国会議（COP15）の第2部が開催され、新国際目
標である「昆明・モントリオール生物多様性枠組（GBF）」
が採択されました。この枠組みは、自然の回復軌道に乗
せるために生物多様性の損失を止め反転させるための緊
急行動をとることを「2030年ミッション」とし、新たな
23のターゲットにはビジネスに関する目標も盛り込ま
れています。これらのターゲットの達成に向けて、今後
企業には生物多様性に関する取り組みを一層加速させる
ことが求められるようになります。また、2023年9月に
は自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）*が、「自
然関連財務情報開示タスクフォースの提言（TNFD 最終
提言 v1.0）」を公開しました。

ニコングループはニコン環境活動方針にて、ステーク
ホルダーと連携し、気候変動対策や生物多様性保全をは
じめとした環境保全活動に参画すること、また、積極的
な情報開示・提供を行うとともに、協働して環境負荷削
減に努めることを定めています。また生物多様性の保全
を、ニコン環境長期ビジョンの柱のひとつである「健康

生物多様性の保全
基本的な考え方

戦略

ニコン環境活動方針
https://www.jp.nikon.com/company/sustainability/
environment/environment_policy.pdf

Biodiversity Risk Filterによるリスク評価

ニコングループではWWF のBiodiversity Risk Filter* を
使用し、主要38拠点を対象に物理的リスクと評判リスク
の評価を実施しました。すると、「物理的リスク」「評判リ
スク」の粒度で見た場合、いくつかの事業所において、物
理リスクが高い（3.4<）という結果が得られました。評判
リスクについては、いずれの事業所も中程度以下（≦3.4）
でした。

しかし、評価に用いる33の指標を見てみると、非常に
高いリスク指標もあることが分かりました。また地域別

* 民間企業や金融機関が、自然資本や生物多様性に関するリスク、機会を評価し、
開示するための枠組みを構築するための国際的な組織

* 生態系保全とビジネスの観点から、森や海、河川流域などの自然環境に対する空
間的な理解を促進し、投資やビジネスモデルの検討に必要な課題や優先性を判
断するツール。 WWFが開発。https://risk�lter.org/

● 主要拠点（38拠点）における生物多様性リスク

● 主要拠点（38拠点）における上位リスク指標（抜粋）

1
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3

3.5

4

4.5

5

1 1.5 2 2.5 3 3.5 4 4.5 5

評
判
リ
ス
ク

物理的リスク

■リスクレベルHigh以上（3.4<）

Very High

High

Medium

Low

Very Low

Very HighHighMediumLowVery Low

3.6 熱帯低気圧

リスク指標 リスクのレベルと該当する拠点数

3.1 土砂崩れ

5.4 汚染

6.1 保護/保全地域

1.1 水不足

3.5 極度の暑さ

8.1 メディアの監視

27 3 2 6

14 4 19 1

10 22 2 4

24 4 10

5 32 1

13 13 12

1 12 11 14

■Very High　■High　■Medium　■Low　■Very Low■物理的リスクの指標
■評判リスクの指標
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主なリスク 関連する主な依存・インパクト 財務への影響 取り組み

物
理
的
リ
ス
ク

急
性

自然の劣化による熱帯低気圧の
激甚化

依存：洪水緩和、暴風緩和
インパクト：温室効果ガス排出

主要拠点の被災による操業停止や資産
価値の低下 事業継続マネジメントの推進

慢
性

自然の劣化による降水パターン
の変化や干ばつの発生

依存：水供給
インパクト：水の使用

十分な水資源を採取できないことによ
る稼働率の低下や操業停止

取水量の削減
水資源のリサイクル促進
水リスク評価の実施

移
行
リ
ス
ク

政
策

汚染に関する規制の強化 インパクト：大気、排水、土壌への汚
染物質の排出、廃棄物の排出

生産工程や製品に含有する化学物質の
管理コスト増加
規制強化に伴う原材料供給量の減少と
価格高騰、代替品への切り替え
廃棄物の処理コスト増加

生産工程における化学物質管理
グリーン調達
廃棄物削減
適切な廃棄物管理

情報開示規制の強化
依存：水資源をはじめとする自然資源
インパクト：温室効果ガス排出、汚染
物質の排出、排水など

生物多様性を加味したアセスメントや
関連する情報開示への対応コスト増加

環境関連のモニタリングと適切な情報
開示
TNFD 対応

技
術

環境負荷の小さい原材料への置
き替え義務化

インパクト：化学物質や製油由来の原
材料の使用

環境負荷の小さい原材料への切り替え
ができないことによる市場からの排除、
競争力の低下
原材料調達に関するコスト増加

製品・容器包装の 3R の取り組み

評
判

環境に配慮していない自然資源
の使用による企業評価、ブラン
ド価値の低下

‐ 社会的信用の失墜による売上減少や株
価の下落

製品・容器包装の 3R の取り組み
生物多様性に配慮した紙利用

地域 リスク傾向

日本 熱帯低気圧、土砂崩れのリスクが非常に高い。汚染、
保護 / 保全地域のリスクが高い

中国・アジア 熱帯低気圧、汚染のリスクが非常に高い。水不足、
極度の暑さのリスクが高い

米州 熱帯低気圧のリスクが高い

欧州 汚染リスクが非常に高い。水の状態のリスクが高い

依存／インパクト 生態系サービスへの依存 自然へのインパクト

生態系サービス
供給サービス 気候変動 汚染／汚染の除去 資源の利用／

補完

地下水 地表水 温室効果ガス
排出量 水質汚染物質 土壌汚染物質 固形廃棄物 生活妨害（騒

音、光害） 水の使用

評価 M M~H NA~H H NA~H M~H 　NA~M NA~H

● 生物多様性に関連するリスク

● 主要拠点（38拠点）における地域別リスクの傾向 ● 生態系サービスへの依存と自然へのインパクトの概要（M：Medium　H: High　NA：Not Applicable）

Encoreを用いた依存/インパクトの評価 生物多様性に関する主なリスク

ニコングループではEncore* を用いて、当グループの
主な事業を対象に、生態系サービスへの依存と自然への
インパクトについて評価を実施しました。依存と影響（イ
ンパクト）については以前より分析・評価を行っていまし
たが、Encore の結果によると、生態系サービスへの依存
としては特に水供給（地下水・地表水）に依存しているこ
とが分かりました。また、水質や土壌への汚染物質や温
室効果ガス、廃棄物などにより自然に影響を与えている
という結果となりました。過去の評価結果と大きな違い

Biodiversity Risk Filter およびEncore による評価結果を
加味し、ニコングループは以下を特定しています。

* 民間企業の自然への影響や依存度の大きさを把握することを目的に、国際的な
金融機関のネットワーク「自然資本金融同盟（Natural Capital Finance Alliance

（NCFA））」および「国連環境計画世界自然保全モニタリングセンター（UNEP-
WCMC）」などが共同で開発したツール。https://www.encorenature.org/en

はありませんでしたが、依存・インパクトの度合いが明
らかになりました。
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機会の分類 主な機会

ビジネス
パフォーマンス

市場 エネルギー効率を高め、脱炭素化に
貢献する技術、製品の販売拡大

資源効率 資源使用量の削減、廃棄物の削減に
貢献する技術、製品の販売拡大

サステナビリティ
パフォーマンス

生態系の
保護・復
元・再生

生物多様性の研究、保全活動におけ
る製品・技術の活用の機会拡大
生物多様性についての教育の場にお
ける製品活用の機会拡大

生物多様性保全・復元への支援

● 生物多様性に関する機会

製品環境関連会議体および地区環境部会にて、目標の
立案・取り組みの進捗確認を行い、年2回環境部会に報告
しています。環境部会では目標と実績を確認し、課題を
抽出した後、次の目標設定や新たな取り組みに反映する
ようにPDCAを回しています。環境部会の結果は年2回サ
ステナビリティ委員会に報告され、重要事項については
年1回取締役会に報告されます。

ガバナンス

環境ガバナンス 　➡p.060

環境に関するリスク管理体制 　➡p.064

生物多様性の保全はあらゆる環境活動と関連していま
す。ニコングループでは事業や製品に関する自然関連の
依存、インパクト、リスクと機会については製品環境関
連会議体にて確認を行っています。また生産工程につい
ては地区環境部会にて評価を行っています。そしてそれ
ぞれの会議体にて関連する法令規制や業界情報といった
社会動向を確認するとともに、環境部会事務局でも情報
収集を行い、相互に情報共有を行っています。

リスク管理

生物多様性に関する主な機会

ニコングループは生物多様性に関する事業における
機会を認識しています。教育、研究の場への製品提供や
企業市民活動を通じて生物多様性の主流化に貢献する
ほか、今後はエネルギー効率を高めたり廃棄物削減や
資源循環につながる製品・サービスを提供するなど、本
業を通じての生物多様性保全への寄与が重要であると
考えています。

今後は自社におけるリスクと機会、依存のインパク
トの分析をより深化させるとともに、対象を直接操業
の範囲外にも拡大し、バリューチェーンにおける自然
との関係を適切に評価し、目標の設定や効果的な取り
組みにつなげていきたいと考えています。そしてどの
ようにネイチャーポジティブに貢献できるか、これか
らも検討していきます。

環境長期ビジョンと環境中期目標　➡p.067

指標と目標

FSC認証紙または再生紙の比率（カタログ、取扱説明書、
梱包箱）：100%（2030年度）

紙の用途に応じた施策の実施
　実績

指標と目標 (達成年度）

 2023年度  

　計画

1.製品カタログ、取扱説明書の電子化実施
2. 新規発注分の製品カタログについては、国内、北米、

欧州にて特殊紙を除き、約85%がFSC認証紙対応

紙の用途に応じた施策の実施

 2024年度  

　計画

ニコン環境長期ビジョンとニコン環境中期目標　➡p.067
環境アクションプラン2023年度実績 [概要 ] 　➡p.068
環境アクションプラン2024年度目標 [概要 ] 　➡p.069
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ニコングループが生態系サービスより享受している資
源のひとつに森林資源である紙資源があります。ニコン
グループでは、生物多様性および森林資源の保全の一環
として、製品カタログや取扱説明書の電子化を進めるな
ど、紙資源の使用量削減に取り組んでいます。

また、「紙調達方針」のもと、森林資源の持続的な利用
に配慮した紙使用への転換を推進しています。

製品開発においては、企画・設計段階、および試作・生
産段階で実施する「ニコン製品アセスメント」および「ニ
コン包装アセスメント」にて、紙資源に関する環境保全
性を確認し、生物多様性に配慮した紙資源の利用を推進
しています。

ニコングループでは、「紙調達方針」に基づき、使用量
が多く社会への影響が大きい紙資源から優先的に、FSC

森林認証紙＊への転換を進めています。

主な取り組み

ニコン製品／包装アセスメント　➡p.065

紙調達方針
https://www.jp.nikon.com/company/sustainability/
environment/safety/paper_procurement_policy.pdf

生物多様性に配慮した紙利用

FSC森林認証紙への転換

製品カタログおよび一部製品の取扱説明書をウェブサイ
トで提供しています。お客様はパソコン、タブレット、ス
マートフォンなどでいつでも最新の情報を見ることがで
きるため、利便性向上にもつながっています。さらにこ
の取り組みは、紙使用量削減ばかりでなく、印刷や製品
輸送時にかかるCO₂排出量削減にも貢献しています。

ニコンは、電機・電子4団体＊の環境戦略連絡会生物多
様性ワーキンググループに参加し、会員企業の生物多様
性の保全・回復を推進しています。同ワーキンググルー
プでは、生物多様性の啓発や活動に取り組む際の手引き
の発行、生物多様性に関する動向の調査、研修の開催、会
員企業の生物多様性保全活動事例データベースの作成・
公開など、多角的に活動を行っています。

2023年度は、電機・電子4団体の会員を対象としたGBF 

ガイダンス オンラインセミナーやTNFD 勉強会、OECM

研修会の開催、GBFの概説と、電機・電子業界に対する「影
響度」の評価および「機会」について紹介するウェブサイ
トの作成と公開、生物多様性の教育・啓発用ツールの作
成などを行いました。

持続可能な社会の実現にあたり、「ネイチャーポジティ
ブ」は「カーボンニュートラル」や「サーキュラーエコノ
ミー」と並んで、グローバルで重要な課題と認識される
ようになりました。このことを踏まえ、ニコンは2024年
度も引き続き業界全体と当社が適切に対応できるよう、

業界団体における活動

国内では、商品カタログやニコンのコーポレート部門
が発行する印刷物、社用封筒および名刺などをFSC 森林
認証紙にしています。

環境アクションプランにおいて、事業部門が使用する
紙のFSC森林認証紙化の取り組みを推進し、2023年度は、
国内、北米、欧州で新規発行する商品カタログは特殊紙
を除き、85% がFSC 森林認証紙となりました。また、一部
製品にて包装用化粧箱のFSC 認証紙への切り替えが完了
しました。

ニコングループでは製品に同梱する使用説明書などの
省資源化に取り組んでいます。

例えば近年、ミラーレスカメラの使用説明書は、多機
能化に伴うページ数の増加およびファームウェアの更新
による説明書の切り替えや別紙の追加などにより、紙の
使用量が増える傾向にありました。そこで、紙媒体の使
用説明書を大幅に簡素化し、詳細な説明はタイムリーに
ウェブサイトで提供する取り組みを進めています。また、
ニコンビジョンでは2024年4月発売のゴルフ用レーザー
距離計 COOLSHOT 20i GIII において、製品に同梱する取
扱説明書の内容見直しを行い、全機種と比較して43% の
紙の使用量を削減しました。

法人向け製品においてもカタログおよび取扱説明書の
ペーパーレス化を開始しました。ヘルスケア事業では、

製品に使用する紙資源使用量削減

＊FSC 森林認証紙（FSC 認証紙）：適切に管理された森林の木材を使って作られたこ
とが保証されている紙。
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＊ 電機・電子4団体：電機・電子業界における次の4団体。生物多様性に関して連携
して取り組んでいる。一般社団法人日本電機工業会 (JEMA)、一般社団法人電子
情報技術産業協会 (JEITA)、一般社団法人情報通信ネットワーク産業協会（CIAJ）、
一般社団法人ビジネス機械・情報システム産業協会（JBMIA）

パートナーシップを深めて検討を進めていきます。

ニコングループでは、地域社会の生物多様性保全と自
然環境維持に貢献しています。

さらに、海洋ゴミの約8割が街ゴミからの流出である
ことに着目し、日頃から事業所周辺の清掃・歩道花壇の
美化活動に取り組んでいます。また、地域で開催される
希少な動植物の保護活動などの環境保全や地域活性化の
活動に積極的に参加・協力しています。

2023年度は、こうした地域貢献活動に年間で延べ711

名の従業員が参加しました。

各製作所・事業所での取り組み

行政の協力を得ながら、製作所・事業所周辺地域の公
園・道路・歩道の街ゴミおよび落葉などの清掃活動を実施
しました。
● ニコン横須賀製作所：「海洋プラスチックごみ対策ア

クション宣言」登録事業者。和田長浜海岸、小網代湾
などのビーチ清掃活動

● ニコン横浜製作所：「ハマロード・サポーター」登録
事業者。製作所周辺の清掃活動、道路植樹帯（花壇）
の花苗植栽・管理

ニコン（横須賀製作所、横浜製作所、水戸製作所）

NGO と協力し、米国マサチューセッツ州の野生動物保
護区の間伐などの森林保全をはじめ、生態系保護、牧草
地の清掃活動および、英国ファイフコーストとカントリー
サイドトラストにおいても、草原クリーンアップ活動・
地域の生態系保護活動を行っています。

野生動物保護区の森林保全活動（Optos, Inc.）

Optos, Inc.（米国）、Optos Plc（英国）

草原クリーンアップ・生態系保護活動（Optos Plc）

● ニコン水戸製作所：「ひぬま流域クリーン作戦」登録事
業者、「ひぬま流域の清掃活動」「石川川清掃活動」

事業所周辺の清掃活動および、栃木県が協賛する「那
珂川をきれいにする会」と協力し、那珂川河川敷の清掃
活動を実施しました。

石川川清掃活動の様子（ニコン水戸製作所）

製作所周辺の清掃活動（ニコン横浜製作所）

那珂川河川敷の清掃活動

栃木ニコン・栃木ニコンプレシジョン
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本社および大河原事業所周辺の清掃活動を2回ずつ実
施しました。

事業所周辺の清掃活動（宮城ニコンプレシジョン）

宮城ニコンプレシジョン

自然保護団体と協働し、自社製品の双眼鏡や実体顕微
鏡による森や水辺の野鳥などの観察体験を子どもたちに
提供しています。

ニコンビジョン

地球環境を次の世代へつなぐ　➡p.163

ニコンは、公益財団法人日本自然保護協会の「赤谷プ
ロジェクト」を2006年から支援しています。プロジェク
トは、生物圏保存地域（ユネスコエコパーク）に登録され
た群馬県みなかみ町の北部にある約1万 ha の国有林を
中心に、森林の生物多様性の保全・復元のための調査や
実証実験を行うとともに、森林資源を活かした持続的な
地域づくりを推進しています。ニコンは、自社のデジタ
ルカメラや双眼鏡を提供して調査活動を支援するほか、
2016年から毎年、国内ニコングループの従業員による自
然林を再生するためのボランティア活動を行っています。

また、ニコンが赤谷プロジェクトに関わる人々と協
力して企画・制作した『赤谷ノート』を、2019年から毎年、
群馬県みなかみ町に寄贈しています。みなかみ町では、
町内の学校でユネスコエコパークの出前授業を行って
おり、この環境教育の場で『赤谷ノート』が活用されて
います。

生物多様性保全・復元への支援

Nikon (Thailand) Co., Ltd.、Nikon Lao Co., Ltd. では、工
場周辺の清掃活動を行いました。また、Nikon (Thailand) 

Co., Ltd. においては、工場敷地内に、ガジュマルの木100

本の植樹を実施しました。

Nikon （Thailand） Co., Ltd.（タイ）、Nikon Lao Co., 
Ltd. (ラオス）

ガジュマルの木100本の植樹活動（Nikon (Thailand) Co., Ltd.）

工場周辺の清掃活動（Nikon Lao Co., Ltd.）

植林活動（Nikon X-Tek Systems Ltd.）

Nikon X-Tek Systems Ltd.では、ヨーロッパの環境NGO

であるEarthwatch Europe と協働で植林を行いました。
宮脇方式という日本の植樹方法を採用して土壌を準備し、
テニスコートほどの広さのエリアに、野生生物にとって
有益なさまざまな在来の森林植物や樹木を植えました。

Nikon X-Tek Systems Ltd.（英国）

従業員によるボランティア活動は、若い樹木の成長を阻害する木や植物を伐って
除去し、自然林の再生を早めようとする試み。植生の専門家の分析により自然林
を構成する樹種の成長と繁殖が実証され、8年にわたる活動の成果が認められた。
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